　資　料　　　【運営推進会議／介護・医療連携推進会議 について】
１　運営推進会議の概要と目的
　
運営推進会議は、国の運営基準や市条例に基づき、地域密着型サービス事業者が自ら設置します。

地域密着型サービス事業所が、サービス利用者及びその家族・地域住民の代表者・市職員又は地域包括支援センター職員（以下「市職員等」という）に対し、提供しているサービス内容等を明らかにし地域に開かれたサービスとすることにより、以下の４項目等を達成することを目的としています。


　➀事業所運営の透明性の確保 


　➁サービスの質の確保 


　➂事業所による「利用者の抱え込み」の防止 


　➃地域との連携の確保
また、定期巡回・随時対応型訪問介護看護事業所において開催される「介護・医療連携推進会議」では、
運営推進会議と同様の目的に加え、地域における介護及び医療に関する課題について関係者が情報共有を
行い、介護と医療の連携を図ります。
　　　　
２　開催回数
	会議の種類
	開催回数
	地域密着型サービスの種類

	運営推進会議
	おおむね２月に１回以上
（年間６回）
	認知症対応型共同生活介護
小規模多機能型居宅介護　
地域密着型介護老人福祉施設

	
	おおむね６月に１回以上
（年間２回）
	地域密着型通所介護　
認知症対応型通所介護

	介護・医療連携推進会議
	おおむね６月に１回以上
（年間２回）
	定期巡回・随時対応型訪問介護看護


　　　　　
３　会議の構成員
原則次に掲げる構成員が出席する会議体としてください。欠席者が多く、十分な協議ができない場合につ
　　　いては、出席者が確保できる日程に変更し、開催を行ってください。
なおやむを得ず構成員が欠席する場合においては、事前に資料を提供し、意見を得た後、運営推進会議にて報告を行ってください。書面開催は運営推進会議等の行った回数に含みませんので、ご留意ください。
構成員一覧
１）サービス利用者及びその家族　　２）地域住民の代表者
３）市職員又は地域包括支援センター職員　４）地域密着型サービスについて知見を有する者
５）その他
【構成員の例】　
地域住民の代表者　
→　自治会役員、民生委員、老人クラブ代表者、婦人会代表者、公民館長　等
※役職に関わらず、地域事情を把握している者を選任いただくことも可能です。
地域密着型ｻｰﾋﾞｽについて知見を有する者
→　高齢者福祉や認知症ケアに携わる者、事業者（法人等）、事業所従業者、社会福祉施設等従業者、
ケアマネジャー、介護相談員、社会福祉協議会、医療機関従業者、看護師、認知症サポーター　等
　　　※学識経験者でなくとも、介護相談員等のボランティア、高齢者福祉事業や認知症ケアに携わっている方や
携わった経験がある方等も含め、介護サービスについて知見を有する者として客観的、専門的な立場から
意見を述べることができる方をご選任ください。
ただし、地域との連携や、運営の透明性を確保する観点から同一法人またはその系列法人に所属する者を
選任することは望ましくないと考えます。
その他　→　学校教育機関、利用者家族ＯＢ、地域ボランティア、地域防災組織（消防団）、交番署員　等
　　　※介護・医療連携推進会議においては、上記に加えて、地域の医療関係者（医師等）を含みます。

４　運営推進会議及び介護・医療連携推進会議の内容
　　
　　事業所は、サービスの提供状況や活動状況等を報告し、運営推進会議及び介護・医療連携推進会議（以下「運営推進会議等」という）による評価を受けるとともに、運営推進会議等から必要な要望、助言等を聴く機会として会議を設けます。
具体的には、次のような内容等を取り上げることが必要であると考えられます。
1 活動状況の報告 
2 会議の出席者からの事業所の活動状況の評価 
3 事業所への要望、助言などの意見聴取 
（参考）既存の地域密着型サービス事業所の運営推進会議における議題
・活動状況の報告（利用者数、利用者の平均要介護度、行事等の開催状況、地域との交流状況等）
・職員研修の実施状況 
・運営指針について 
・ヒヤリハットや事故等の発生件数の報告と再発防止に向けた改善策 
・運営上の課題（利用者不足を除く）について 
・利用者の健康管理に係る事業所の取り組み（インフルエンザ等感染症対策等）
・前回の運営推進会議で聴取した要望・助言への対応の報告　など
　　　
　　　※会議資料において、個人情報の取扱いには十分に注意し、報告書の内容や会議中の発言から個人が特定で
きないような配慮を行ってください。
　　　※会議体である以上、協議を行うことのできる議題を設定してください。
　
５　会議の記録　
国の運営基準や市条例に定められた会議の記録（会議録等）の作成は、事業所が自ら作成し公表しなければ
なりません。記録は市条例により事業所において５年間保存することが定められています。

６　運営推進会議等の留意点
　○開催日時について
・年度当初に、事業所より運営推進会議の開催予定表をご提出いただいておりますが、開催日につきまして、
開催予定に変更がない場合も、２週間前までに開催の案内をお願いいたします。
・感染症等により開催ができない場合においては、国からの通知等がない場合、別日に開催いただく必要が
ありますので、ご留意ください。
　　・急遽開催ができなくなった場合は、当市までご連絡をお願いいたします。
　○サービス提供時間における運営推進会議の取扱い（地域密着型通所介護の場合）について
　　　利用者が運営推進会議へ参加する際は、原則、その利用者へのサービス提供時間外（サービス提供時間を中
断することも不可）としますが、次の要件を満たした場合は、その利用者のサービス提供時間中に運営推進会
議のメンバーとして参加することを可とします。
ア　あらかじめ地域密着型通所介護計画に位置付けられていること
イ　地域住民との交流や地域活動への参加により、利用者が日常生活を送る上で自らの役割を持ち、達成感
や満足感を得、自信を回復するなどの効果が期待されるとともに、利用者にとって自らの日常生活の場
であると実感できるよう支援すること
なお、サービス提供時間中に運営推進会議に参加していただく場合には、地域密着型通所介護サービスの
一環として参加することになるため、利用者及び利用者家族に対して参加していただくことの必要性や意義
等を十分に説明し、ご理解、ご了承をいただいたうえで文書により同意を得てください。（参加を強要する
ことはできず、参加しないことを理由にサービス提供を拒否することはできません。）
　○合同開催について
　　　　地域密着型サービスの運営推進会議等の効率化や、事業所間のネットワーク形成の促進等の観点から、以下に掲げる条件を全て満たす場合は、複数の事業所の介護・医療連携推進会議や運営推進会議を合同で開催して差し支えないこととします。
　　　　・利用者及び利用者家族については匿名とするなど、個人情報・プライバシーを保護すること。

・同一の日常生活圏域内に所在する事業所であること。

・合同で開催する回数が、 １年度に開催すべき介護・医療連携推進会議や運営推進会議の開催回数の半数
を超えないこと。（地域密着型通所介護、認知症対応型通所介護は除く）

・外部評価を行う介護・医療連携推進会議や運営推進会議は、単独開催で行うこと。
Ｑ．同一人が「利用者の家族」や「地域住民の代表者」、「知見を有する者」などを兼ねることは可能か？


Ａ．運営推進会議では、様々な立場の方々の違った視点から意見や助言を得ることで、お互いの意見に理解を深めるとともに、新たな課題やニーズの発見が期待できます。 例えば、「地域住民の代表者」が「知見を有する者」を兼務することは考えられますが、「利用者の家族」は、利用者の家族として事業運営を評価し、意見・要望を提言するものであり、利用者の声を代弁するといった役割もあるため、他の構成員とは立場が異なることから兼務することは想定していません。











